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株式会社 構造ソフト 

 今月のイチオシ 
 

 

機能解説              Q&A（適判等からの指摘事例） 

「BUILD.一貫Ⅴ」・・・P1  「BUILD.一貫Ⅴ」 Q&A  ・・・P5 

 
 

◆「BUILD.一貫Ⅴ」 

・余耐力法って何？ 

余耐力法は、保有水平耐力計算時の荷重増分解析において、未崩壊部分が存在する場合に崩壊形を想定するための方法です。 

 

・余耐力法はどんな時に使用するの？ 

主に RC 造の場合に使用します。 

RC 造の場合、部材種別を判定するために崩壊メカニズム時の応力を使用します。荷重増分解析において、崩壊メカニズムが形成される場合や、

ほとんどの部材にヒンジが生じている場合は、荷重増分解析が終了した時点での応力を使用して部材種別を判定することになります。しかし、荷重増

分解析で大きな変形まで荷重を増分してもヒンジが生じない部材が残ってしまう場合があります。そのような時に余耐力法を使用して、未崩壊部分の

崩壊形、崩壊形形成時の応力を想定します。 

 未崩壊部分の 

崩壊形を想定 

：曲げ降伏 

：曲げ降伏を想定 
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・余耐力法はどんな計算をするの？ 

余耐力法については、「2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（以下、技術基準と表記）」で示されています。 

この方法では、節点周りの柱・梁それぞれの曲げ応力比（曲げモーメント／曲げ耐力）とせん断応力比（せん断力／せん断耐力）を求め、応力

比が大きい部材に塑性ヒンジあるいはせん断破壊が生じると判定します。詳細は、技術基準および「BUILD.一貫Ⅴ」のユーザーズマニュアル（ヘルプ）

をご参照ください。 

余談ですが、「2015 年版 技術基準」以前の「2007 年版 技術基準」でもこの方法が記載されていますが、『余耐力法』という言葉は記載されて

おらず、「2015 年版 技術基準」で『余耐力法』と記載されるようになりました。 

 

Q=60、Qu=130（0.46） 
M=120、Mu=150（0.80） 

Q=40、Qu=120（0.33） 
M=100、Mu=110（0.91） 

Q=100、Qu=130（0.77） 
M=130、Mu=200（0.65） 

Q=50、Qu=120（0.42） 
M=100、Mu=120（0.83） 

最大応力比：0.83 

最大応力比：0.80 

最大応力比：0.91 

最大応力比：0.77 

Q ：せん断力、Qu せん断耐力 
M ：曲げモーメント、Mu：曲げ耐力 
（ ）内は応力比 

●：曲げ降伏を想定 
●：曲げ降伏に達しない 
△：せん断降伏に達しない 

 

また、「BUILD.一貫 V」では、節点周りで最大となる応力比の逆数を部材応力に乗じることで、想定される崩壊形形成時の応力を算出します。判

定した破壊モードおよび想定される応力により部材種別の判定を行います。 

 

・S 造の場合は余耐力法を使用しないの？ 

前述した通り、余耐力法は RC 造の場合に使用します。技術基準でも余耐力法が記載されているのは RC 造の部材種別の項目になります。 

しかし、「BUILD.一貫 V」では、S 造の場合にも使用できるようになっています。S 造の場合、部材種別の判定に部材応力を使用することはありま

せんが、崩壊メカニズム時における脆性破壊（座屈）のチェックを行っています。また、基礎梁の部材種別を考慮して Ds を算出する場合は、基礎梁

の部材種別を判定する必要があります。そのため、設計者様の判断で S 造の場合にも余耐力法を使用できるようにしています。 
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・「BUILD.一貫Ⅴ」で余耐力法を使用する方法 

対話入力で「保有水平耐力計算用入力項目の選択」画面の[必要保有耐力計算条件]タブで、「種別の制御」にチェックをつけます。 

  

チェックを 

つけます 

 

次に「種別の制御（NST4）」画面の「破壊モードの判定」で「技術基準における余耐力法による」を選択します。 

 

選択します 

 

 

一括入力の場合は、保有水平耐力計算データの [NST4]（種別の制御）の 8 項目に‘２’を入力します。 

入力例： NST4  * * * * * * * 2 
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・大臣認定における余耐力法って何？ 

「BUILD.一貫 V」では、前述した方法（技術基準における余耐力法）の他に『大臣認定における余耐力法』を使用することができます。これは、

大臣認定プログラムの内規で示されている方法です。全ての部材について、曲げ応力比（曲げモーメント／曲げ耐力）を求め、接続する部材間で曲

げ応力比が大きい部材に塑性ヒンジが生じると想定します。また、塑性ヒンジが想定される全ての部材の曲げモーメントおよび曲げ耐力の合計値から

割増係数Λを算出し、全ての部材の応力を一律に割増します。割増した応力により部材種別の判定を行います。詳細は、「BUILD.一貫Ⅴ」のユー

ザーズマニュアル（ヘルプ）をご参照ください。 

 

 

λ＝0.99 

λ＝0.80 

λ＝0.95 

λ＝0.78 

●：曲げ降伏を想定 

λ＝0.82 

λ＝0.98 

λ＝0.88 

λ＝0.95 

λ＝ 

M’ 

Mu’ 

M’ ：曲げモーメント 

Mu’：曲げ耐力 

 

 

大臣認定における余耐力法を使用する場合は、前ページと同じ画面で、「大臣認定における余耐力法による」を選択します。 

 

選択します 

 

 

一括入力の場合は、保有水平耐力計算データの [NST4]（種別の制御）の 8 項目に‘３’を入力します。 

入力例： NST4  * * * * * * * 3 
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◆「BUILD.一貫Ⅴ」 Q&A（適判等からの指摘事例） 

タイトル：ブレースの塑性率が 100+と出力されていると指摘された 

Ｑ．適合性判定機関より、S 造の計算ルート 3 の物件に関して、塑性率が 100+となっていますが、その理由を説明するように指摘を受けました。ど

のように説明すればよいでしょうか？ 

 
 

A．ブレース部材の定義時に、引張ブレースの指定（建物データの[ＢＭＤ１]の４項目または[ＢＭＤ３]の６項目）がされていると、そのブレース

は引張にのみ有効に働き、圧縮時は軸力を負担しません。この軸力を負担しない圧縮ブレースは計算上、塑性率が非常に大きくなるので、塑性

率図では 100＋と表記しています。 

軸力を負担しない圧縮ブレースの計算上のモデル化について、以下に補足します。 

塑性率は、計算終了時の変形量を降伏時変形量で割った値です。引張にのみ有効としたブレースの場合、計算上は圧縮軸耐力をゼロに近い

微小値として扱っているため、圧縮軸耐力にすぐ達してそれ以上軸力を負担しません。圧縮側ブレースは圧縮変形だけが進む状態となります。 

従って、あくまでも引張のみ有効のブレースが圧縮側ブレースになった時に軸力を負担させないとのモデルから生じたもので、計算上、塑性率は非常

に大きな値となるため表記上は 100＋となり、引張のみ有効のブレースが圧縮側になった状態を意味します。 

 

 

 

 
 

 

 

※ 弊社ホームページの Q&A では、この他にも、適判等からの指摘事例の Q&A を 205 件以上、通常の Q&A を 3490 件以上掲載していま

すので、ご活用下さい。なお、Q&A の閲覧にはサポート会員登録が必要です。 

http://www.kozosoft.co.jp/support/qa.html
http://www.kozosoft.co.jp/support/toiawase.html

